
 定款に定める事業の実績

貸付額（千円）

500,000

500,000

施設等整備
事業

①団体別貸付実績

貸付事業名

0.004%

災害関連
事業

災害対策事業

災害対策事業三宅村 100,000 4月1日

大島町

合　　計

3月24日

3月24日

3月24日

②貸付利率の算出

貸付日

1月6日

貸付日の財政融資資金
の貸付利息　　a

0.004%

減　率　b

改正前貸付細則ただし書き

貸付利率

3月24日 免除

道路整備事業ほか

複合公共施設
建設事業ほか

Ⅰ

1

（1）

1,200,000

　当協会は、東京都内の区市町村の健全な発展を図るために、市町村振興宝くじの収益金等を活用

し、 区市町村の財政支援のための貸付事業等、区市町村を支援する事業を行い、もって都民福祉の

増進に資することを目的とし、令和元年度上半期は下記の事業を実施した。

貸付日 償還予定日 貸付利率

区市町村に対する資金貸付事業（定款４条第１項第１号）

短期貸付

災害関連
事業

施設等整備
事業

　貸付日における財政融資資金貸付金の満期一括償還５年以内の貸付利率に０．５を乗じて得ら

れた率（小数点第２位四捨五入）を、当該財政融資資金貸付金の貸付利率から減じて得られた率

とする。

　ただし、当該財政融資資金貸付金の貸付利率が０．０１以上０．１％以下の場合については、

当該貸付利率に、０．５を乗じて得られた率（小数点第３位四捨五入）と、当該財政融資資金貸

付金の貸付利率が０．０１％未満の場合については、当該財政融資資金貸付金の貸付利率とす

る。また、地方財政法第５条第４号の災害応急事業、災害復旧事業等は、利息を免除する。

奥多摩町 100,000

4月1日

1月6日

1月6日

免除

0.004%

0.004%

区分 団体名

大島町



271,000

528,000

83,000

蔵前小学校改築 20 500,000 500,000

7 大田区

3 文京区 スポーツセンター改修工事 20

中央区 阪本小学校の改築 20

10 510,000 510,00013 足立区

271,000

心身障碍者福祉センター等大規模改修事業 10 326,000

羽田保育園の改築

10

5 吾嬬立花中学校新築工事 10 438,000

12 板橋区 地方道路整備 20 408,000

№

20 284,000 284,000

4

611,000

10 北区 学校改築（田端中学校） 10 449,000 449,000

台東区

369,000 369,0001

2 270,000新宿区 新宿スポーツセンター空調設備冷暖房化等工事 270,000

償還
期間

（年）

10,714,100 千円貸付日　令和元年５月２０日　　　　貸付総額 

（2）長期貸付

団体名 事　　業　　名
小計

貸付額（千円）

①団体別貸付実績

4,999,000

438,000

20 333,000 333,000

6 目黒区 目黒区立中央体育館大規模改修工事 20 230,000 230,000

墨田区

326,000

8 杉並区 永福体育館の移転改修

9 豊島区

408,000

11 荒川区

荒川総合スポーツセンター大規模改修工事

尾久第六小学校の改築（外壁等改修）

区立中学校の改築事業（江北桜中学校・校舎・継単）

特別区合計（１３区）

10

10



小計

36,100

旧グリーンプラザ解体事業

130,500

（仮称）いずみの森保育園整備

広域型介護保険施設等整備

332,300

府中市

公営企業会計適用債 10 21,100

1 八王子市

20

10

公営企業施設等整理債 10 109,400

14,100

3 三鷹市 多世代交流センター大規模改修事業 10 332,300

345,000

28,100

42,200

№ 団体名 事　　業　　名
償還
期間

（年）

貸付額（千円）

2 立川市

調布市 市民プラザあくろす施設整備事業 10 19,000 19,000

6 富士見丘小除湿温度保持機能復旧工事 20 68,800

庁舎用地取得事業 20 643,100

10 241,7005

4 青梅市

市民センター施設整備事業（梅郷市民センター空調改修工事） 10 15,300

公営企業会計適用債 10 20,800

昭島市

旧ふれあい会館解体事業

11 東村山市

都市計画道路3・4・27号線整備事業 15 234,100

354,300本庁舎耐震補強等改修事業 20 104,500

公営企業会計適用債

390,500

10 日野市

幹線市道Ⅰ－２０号線道路改良工事 15 41,400

54,400

公営企業会計適用 10 13,000

10 7,800

8 町田市 公共下水道事業 20 264,400 264,400

68,800

7

10 15,700

保育所緊急整備 10 18,800

リサイクルセンター更新事業 15

10 43,400

928,200

9 小平市

庁舎電子計算機室空調設備改修工事 10 18,900

学園東町地域センター（屋根改修）



20,300

第三中学校特別教室空調設置事業 10 18,300

第一中学校特別教室空調設置事業 10 16,500

市民室内プール熱源等改修事業 10 29,600

自転車保管所整備事業 20 52,400

第八小学校防火区画改修工事事業 10 27,500

市民スポーツセンターバリアフリー化等改修事業 20 74,000

第二小学校特別教室空調設置事業 10 8,400

第二中学校特別教室空調設置事業 10 26,100

第四中学校特別教室空調設置事業 10 21,000

第十小学校特別教室空調設置事業 10 6,700

第五中学校特別教室空調設置事業 10

国立市

街路灯LED化事業 10 181,900

駅周辺道路整備事業 10 186,500

10 47,900

古民家改修事業

さくら通り改修事業 10

総合体育館外壁改修事業 10 124,400

農業用水路等整備事業

並木公民館・図書館空調設備改修事業 10 49,800

恋ヶ窪緑地保全用地取得事業 20 58,900

21,600

地方道路等整備事業 15 111,100

公営企業会計適用事業 10 14,300

芸術小ホール設備改修事業 10 27,500

国立駅南第2自転車駐車場改修事業 10 45,400

民間認可保育所新設補助事業（北3丁目保育園） 10 12,200

芸術小ホール外壁改修事業

50,600

13
10 11,500

12,500

民間認可保育所新設補助事業（中2丁目保育園） 10 25,100

心身障害者通所訓練施設改修事業 10

10

885,700

道路改修事業 10 105,200

南部地域整備事業 10 33,400

№ 団体名 事　　業　　名
償還
期間

（年）

貸付額（千円）

小計

12 国分寺市 534,900



16,000

消費生活センター外壁改修事業 10 32,000

15 東大和市
10中学校特別活動室等冷房設備設置事業

7,000

梅坂橋補修工事（継ぎ足し単独事業分） 10 2,000

市道0106号線舗装打換工事（市役所北側） 10 12,000

市道0115号線道路整備工事（六小前、Ⅱ期）

№ 団体名

防災行政デジタル無線整備事業 10 12,900

スポーツセンター設備改修事業 10 9,200

新庁舎建設用地購入事業 20

貸付額（千円）

小計

4,000

償還
期間

（年）

あいとぴあセンター・西河原公民館改修工事

市道整備工事

事　　業　　名

49,000

博物館外壁等改修工事

市道0102号線道路整備事業（上清戸公園） 10 17,000

駅前図書館空調改修工事

10 4,000

新庁舎建設JA移転補償 20 9,000

内山運動公園駐車場舗装事業 10

梅坂橋改修工事（国庫補助事業分）

9,000

18

14

20

20

32,900

35,500

193,900

10

大南学園第四中学校特別教室等冷房化推進事業 10 29,400

都市核地区土地区画整理事業 10 150,000

公営企業会計適用事業 10 16,500

東久留米市17

橋梁長寿命化事業 10 5,800

110,800
公園長寿命化事業 10

運動施設整備事業 15 56,100

10,300

10 32,000

公共下水道事業 20 40,000

327,000

市道1105号線道路整備事業（ニッセイロールペーパー北側） 10

10

84,200

98,000

公営企業会計適用事業 10 14,500

武蔵村山市

下水道事業（公営企業会計適用債） 10 15,800

狛江市

43,300
小学校特別教室等冷房設備設置事業 10 39,300

16 清瀬市



償還
期間

（年）

貸付額（千円）

下水道事業（準建設改良／公営企業会計適用債） 10 30,600

20 50,500

管堀整備事業 10 1,400

21

№ 団体名 事　　業　　名

20 200,000

市道171号線等整備事業

小計

5,200

下水道事業（公営企業会計適用） 10 13,000

しらうめ保育園解体事業 10 28,100

シルバー人材センター分室解体事業 10 6,600
羽村市20

公営企業会計適用事業（準建設改良費） 10

20

0 0

１０年以内 79 5,508,500

②償還期間別内訳

償還期間 件  数 貸 付 額 （千円）

芝久保町四丁目地内雨水対策事業

112 10,714,100

6,700

稲城市19 271,300配食サービス施設等整備事業 10 12,700

多3・4・36号線トンネル整備事業

防災・保谷保健福祉総合センター空調設備整備事業 10 181,200

20 40,700

52,900
第１被災者一時宿泊所解体事業 10

4,417,900

５年以内

既存施設解体工事 10 78,000 78,000
西秋川

衛生組合
23

公営企業会計適用事業 10 6,500

西東京市

30,600あきる野市

20 36,200

碧山小学校校舎等バリアフリー化改修事業 20 6,800

保谷第二小学校校庭整備事業

22 481,800

自転車駐車場現状復旧事業 10 17,300

高齢者福祉施設改修事業 20 38,700

110,800

中原小学校校舎等建替事業 20 43,600

上向台小学校校舎等大規模改造事業

計

市町村合計（２２市１組合） 5,715,100

１５年以内 5 787,700

２０年以内 28



0.002%

償還期間

２０年以内 R21.3.24 ３年以内 R4.3.24 0.2%
貸付細則第６
条（1）イ

0.004%

１５年以内 R16.3.24 ３年以内 R4.3.24 0.06%
貸付細則た
だし書き

0.04%

１０年以内 R11.3.24

償還期限 措置期間

貸付細則た
だし書き

減　率
b=a×0.3

貸付利率
a-b

措置期限
貸付日の財政融
資資金利率　a

５年以内 R6.3.24 １年以内 R2.3.24 0.002%
貸付細則た
だし書き

平成25年度

④年度別長期貸付金残高

貸付
団体数

0.1%

50

　貸付日における上表と同一条件の財政融資資金貸付金の貸付利率に０．３を乗じて得られた率
（小数点第２位四捨五入）を当該財政融資資金貸付金の貸付利率からマイナスして得られた利
率。ただし、当該財政融資資金貸付金の貸付利率が０．０１以上０．１％以下の場合について
は、当該貸付利率に、０．７を乗じて得られた率（小数点第３位四捨五入）と、当該財政融資資
金貸付金の貸付利率が０．０１％未満の場合については、当該財政融資資金貸付金の貸付利率と
する。

２年以内 R3.3.24 0.004%

4,520,002,326

4,904,950,444

6,623,924,346

7,261,907,612

貸付年度
年度末

貸付団体数

③貸付利率の算出

年度末残高（円）償還額（円）貸付額（円）

52

51

52

7,994,461,268

8,933,618,456

10,382,600,000

9,905,600,000

9,716,100,000

9,979,200,000

9,877,300,000

9,938,200,000

9,703,400,000

10,738,700,000

51

51

49

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

48,742,581,816

53,743,231,372

平成26年度

平成27年度

平成24年度

33

26

29

23

28

33

29

32

35

37

54

54

52

49

10,860,900,000

10,836,900,000 9,906,912,178

9,322,644,336

37

37

5010,714,100,000

10,946,700,000

9,381,986,054

57,952,086,926

61,830,432,644

65,408,486,612

68,722,762,266

71,164,254,654

73,908,493,386

75,835,774,930

76,765,762,752

78,389,818,416

79,721,932,362

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

5,507,244,446

6,100,854,282

6,299,246,032



交付金総額の内訳
単位：円

　ハロウィンジャンボ宝くじの収益金等を、区市町村が行う地方財政法第32条に規定する公共事

業その他公益の増進を目的とする事業で、地方行政の運営上緊急に必要があるものとして総務省

令で定める事業に交付する。

（1）

配分比率うち東京都交付金額都道府県配分合計額区  　分

令和元年度収益金配分額

2

目黒区

大田区

世田谷区

小平市

ハロウィンジャンボ宝くじ東京都交付金を令和２年３月６日に６２区市町村に交付した。

武蔵野市 18,936,042

三鷹市 21,065,166

青梅市

市町村振興宝くじ交付金の交付事業（定款４条第１項第2号）

15,548,642

西東京市

平成30年度時効金配分額

合  計　額   a

利 息 収 入　b

交付金総額　a＋b

12,060,206,935

841,290,780

12,901,497,715

―

―

1,322,828,187

92,947,641

1,415,775,828

3,130

1,415,778,958

10.969%

11.048%

10.974%

前年度利息分

江東区

品川区

（2）

団体名 交付金額 団体名 交付金額 団体名 交付金額

千代田区

中央区

港区

新宿区

文京区

八王子市 40,233,994

立川市 20,845,828

瑞穂町 13,102,440

日の出町 12,274,956

団体別交付金額の内訳
単位：円

18,241,574

羽村市 14,260,108

49,224,802

46,798,517

台東区

墨田区

渋谷区

中野区

杉並区

豊島区

21,895,926

荒川区

板橋区

練馬区

足立区

葛飾区

東大和市

町田市 33,385,058

小金井市 17,677,715

北区

11,794,246

青ヶ島村 11,426,123

小笠原村 11,551,766

特別区計 752,150,528

15,783,698

清瀬市 15,240,012

東久留米市 交付金総額

日野市 20,955,241

東村山市 19,149,901

国分寺市 17,815,544

あきる野市

17,405,437

江戸川区

14,772,307

19,973,135

24,735,288

29,249,022

22,952,988

21,746,988

25,461,346

38,092,120

31,947,585

25,833,002

49,042,942

58,346,476

23,180,006

28,565,408

40,797,494

26,256,011

29,528,775

武蔵村山市 15,125,275

多摩市 19,039,362

22,517,845

40,658,641

国立市 15,322,495

福生市 14,371,825

狛江市 15,678,330

檜原村 11,528,163

奥多摩町 11,678,074

大島町 11,805,049

利島村 11,434,007

新島村 11,556,066

神津島村 11,515,363

府中市 24,768,158

昭島市 17,220,864

調布市 23,545,672

三宅村 11,542,857

御蔵島村 11,433,905

八丈町

21,379,479

市　　計 510,985,415

町 村 計 152,643,015

1,415,778,958

稲城市 16,094,069

（交付基準）
　各区市町村に均等に配分する均
等割及び令和元年10月1日現在の
人口数に応じて配分する人口割と
し、その割合はそれぞれ２分の１
とする。

35,197,566

47,272,264



公共事業

合　　計

0

1

4

99

248,442,245

99,421,810

15,261,728

20

1

ハロウィンジャンボ交付金充当事業決算額　集計表

延団体数

単位：円

交付金使途決算額地方財政法第３２条に基づく総務省令で定める事業

国際交流その他の地域の国際化の推進に係る事業

博覧会、見本市、展示会、文化行事その他の催し

地域における人口の高齢化、少子化等に対応するための施
策に係る事業

衛星通信網の活用その他の地域の情報化に係る事業

美術館、図書館、文化会館等芸術・文化活動の拠点となる
施設の運営の充実その他の地域における芸術・文化の振興
に係る事業

0

10

6

42,283,6268

地域産業の高度化、新産業の創出、雇用機会の増大その他
の地域経済の活性化に係る事業

特定非営利活動等の地域における社会貢献活動に係る事業

大規模な風水害、地震、津波、火災、干害、冷害等の災害
対策及びこれらの災害の予防のための事業

15

10

3

平成３２年に開催される東京オリンピック競技大会及び東
京パラリンピック競技大会の準備及び運営に係る事業

21

192,392,328

113,706,403

367,864,643

地球温暖化対策、リサイクルの推進等地域における環境の
保全及び創造に係る事業

地域における共通の課題に対応するための調査及び研究並
びに人材の育成に係る事業

0

0

1,736,575

46,271,779

1,415,778,958

282,372,744

6,025,077

平成３１年度に開催されるラグビーワールドカップ大会の
準備及び運営に係る事業

（3）



特別区長会
東京都市長会
東京都町村会

133,493,066 円

助成額

事業基金

特別区長会
東京都市長会
東京都町村会

助成額

110,668,886 円

事業基金

41,971,538 円

42,701,022 円

13町村 25,996,326 円

⑶

15,147,724 円

22,410,400 円

62,000,000 円

23市

６２区市町村が連携及び共同して行う事業（予算額 ２５８,１６０ 千円）

市民協同型温暖化対策実行計画推進研究会の設置・運
営

2

244,161,952 円合　　　　計

25,034,442 円

⑶ 町村

市

特別区 21区

事業基金

基金運用益

財源

1,640,219,189 円

1,260,219,189 円

380,000,000 円

助成費総額

⑷

⑸

（1）

助成対象事業

オール東京６２
市区町村共同事
業「みどり東
京・温暖化防止
プロジェクト」
事業

1

助成団体
助成額

充当財源
事業概要・事業実績

　都内６２市区町村が、東京の緑の保全や温室効果ガス削

減への取組において連携・共同することによって、各自治

体や地域の特性に応じた自然環境保護、地球温暖化防止対

策の推進を図る事業に対し助成した。

3 区市町村振興共同事業助成（定款第４条第１項第３号）

　区市町村が共同して行う事業並びに区及び市町村で構成する団体が行う事業に対し、サマー

ジャンボ事業基金（以下「事業基金」という。）及び事業基金の運用益（短期・長期貸付金利息

を含む）を充当し、次のとおり助成した。

東京2020オリン
ピック・パラリ
ンピック競技大
会機運醸成事業

温室効果ガス標準算定手法の共有化推進

各団体の実施する事業との連携

ホームページの維持管理

気候変動への適応策に関する調査研究

⑴

⑵

8,900,500 円

　市区町村が企画する東京2020オリンピック・パラリン

ピック競技大会機運醸成事業を６２市区町村共同事業とし

て位置付け、都と連携しながら全都的な機運醸成を図るた

め、１市区町村あたり２００万円を上限として事業費の助

成を行った。

⑴

⑵



東京都市長会
東京都町村会

助成額

243,631,943 円

事業基金

⑶

　多摩・島しょの魅力を高める事業のうち⑴及び⑵を
除く事業

東京都市長会
東京都町村会

助成額

83,759,767 円

　多摩・島しょ地域の市町村が立ち上げる新たな連携活動
の支援、既存の連携活動の活性化、市町村職員の交流及び
人材育成、ひいては多摩・島しょの魅力を高める事業に対
し助成した。

　多摩・島しょの魅力を高める事業であって、多摩・
島しょの観光振興に資する事業

57,907,575 円

（2）東京３９市町村が連携及び共同して行う事業（予算額 ６４２,３１０ 千円）

事業概要・事業実績

2,658,332 円

⑷

17,185,155 円

11,601,746 円

7,854,898 円

継続的な子どもの体力・運動能力の向上に資する事業

⑶

　多摩・島しょ地域の市町村が計画的に実施する、住民が

日常的にスポーツに親しみ、取り組むことを習慣として定

着させ、健康増進を図ることを推進する事業を支援するこ

とにより、多摩・島しょ地域の魅力を高める事業に対し助

成した。

助成対象事業

1 多摩・島しょ広
域連携活動助成
事業

助成団体
助成額

充当財源

多摩・島しょス
ポーツ習慣定着
促進事業助成事
業

2

子ども体験塾

　多摩・島しょの魅力を高める事業であって、子ども
を対象とした高度で大規模な感動体験を提供する事
業。

⑴

観光振興連携活動

101,562,911 円

⑵

一般連携活動

39,591,812 円

事業基金

運動習慣の定着に資する事業

⑴

⑵ 子どもの競技力の向上に資する事業

障害者スポーツ・ニュースポーツの振興及び理解促進
に資する事業

その他 401,690 円

その他 291,681 円



4 多摩２６市自治
推進事業

⑴

⑵

3,640,000 円

多摩地域における観光まちづくりに関するリーディン
グ事業

⑴

事業基金

47,518,694 円

⑴

政策提言等推進事業

①平成28年度政策提言「多摩地域が一体となった観

　光地域づくり」の具体化に向けた取組の実施

②多摩地域に共通する行政課題に係る調整・研究の

　ため、市長会及び副市長会による研修会開催

③多摩地域に共通する行政課題に係る調整・研究の

　ため、附属協議会が行う会議開催経費等の助成

地域活性化事業
　地域活性化センター会費

　多摩26市に共通する行政課題について、調査、研究、現

地視察及び政策提言の提唱を行うとともに、国や都などの

関係機関に働きかけを行い、提言等の実現を図る事業に対

し助成した。

44,981,500 円

58,504,880 円

調査研究事業

①シェアリングエコノミーで解決する自治体課題

　に関する調査研究

②自治体窓口における業務改革に関する調査研究

      ～人口減少社会での窓口のあり方について～

③公務員の副業・兼業による地域活性化に関する調

　査研究

④ペットを架け橋とした地域のつながり

      組織のつながりに関する調査研究

⑤東京島しょ地域における魅力紹介に資するための

　調査研究

多摩地域が一体で取り組む観光地域づくり支援業務委
託事業

⑵

3

情報提供事業

①機関誌（ぐるり39）、情報提供誌（ニュース・レ

　ター）の発行

②ホームページによる情報提供等

⑵

6,653,696 円

普及啓発事業

①調査研究の成果等を一般に周知するためのフォー

　ラムシンポジウムの開催

②市町村に出向き職員向けに調査研究結果のプレゼ

　ンテーションを行う出張フォーラムの実施

⑶

4,332,490 円

東京都市長会
東京都町村会

事業基金

東京都市長会

助成額

43,500,000 円

事業基金運用益

39,860,000 円

助成額

多摩・島しょ地域市町村の広域的・共通な課題について調

査研究を実施し、自治の振興に寄与する事業に対し助成し

た。

東京３９市町村
の自治に関する
調査研究事業

　平成28年度に行った政策提言「多摩地域が一体で取り組

む観光地域づくり」の具体化を図るため、多摩地域におけ

る観光まちづくりに関するリーディング事業を実施し、今

後の取組に向けた検証を進めるとともに、多摩地域の自治

体、観光に関連する民間事業者、市民等が一体となった観

光地域づくりを具体的に行う事業に対し助成した。

助成額



531,770,468 円

51,500,000 円 ）

5 東京都町村自治
推進事業

3,893,093 円

自治振興事業

⑵

⑶

東京市町村総合事務
組合

助成額

93,560,333 円

事業基金

（

（

事業基金充当分

事業基金運用益充当分

合　　　計

480,270,468 円 ）

　都内全市町村の共同の施設である東京自治会館の建物の

経年劣化の進行に対応するための大規模改修事業に係る別

館改修工事実施設計・仮設研修所設置等を助成した。

調査研究事業　　町村に共通する行政課題に関する調
査研究

1,686,416 円

⑴

　各町村の行政施策実現のため、都や国に対する要望活動

を実施するとともに、町村の行政課題に対する取り組みを

支援することを目的として、各種の調査研究事業を行う。

また、町村及び住民が自主的・主体的に地域活性化に取り

組めるよう、地域活性化センターのデータベース活用に係

る経費を負担する。

　これらの活動を通じて東京都１３町村の自治振興を推進

し、住民福祉の向上を図る。

東京都町村会

助成額

8,000,000 円

事業基金運用益

2,420,491 円

6

政務活動事業　　国、都に対する要望活動及び全国町
村会政務活動参画

東京自治会館大
規模改修事業



⑶

⑵

情報収集及び発信事業

被災地支援事業

特別区長会

助成額

133,458,979 円

事業基金

17,005,185 円

自治体間連携の創出
　広域的連携の推進に関連する事業　全国連携講演
会、全国連携展示、魅力発信イベント、ホームページ

　特別区及び地方行政に関わる課題について、大学その他

の研究機関、国及び地方自治体と連携して調査研究を行う

ことにより、特別区長会における諸課題の検討に資すると

ともに、特別区の発信力を高めることを目的に設置された

「特別区長会調査研究機構」事業に助成した。

15,123,537 円

⑷

142,000,000 円

①東日本大震災復興支援東北６県連携協力事業
②令和元年８月の前線に伴う大雨
③令和元年房総半島台風
④令和元年東日本台風

調査研究事業

特別区長会
公益財団法人特別区
協議会

助成額

事業基金

210,483,881 円

　各区及び２３特別区が全国各地域との連携・交流をさら

に深める契機となる特別区全国連携プロジェクト関連事業

を実施することにより、東京を含めた各地域の経済の活性

化、地域の振興を図る事業に助成した。

1

2 「特別区長会調
査研究機構」事
業

131,042,279 円

2,416,700 円

⑴

36,355,159 円

２３区全体で実施する事業
　特別区全国連携プロジェクトの推進、シンポジウ
ム・PR・イベントの開催など

⑴

⑵

特別区全国連携
プロジェクト関
連事業

各区が実施する事業
　交流フェスタ・イベント、盆踊り大会物産展など

（3）２３特別区が連携及び共同して行う事業（予算額 ３９７,４１０ 千円）

助成対象事業 事業概要・事業実績
助成団体
助成額

充当財源

107,076,480 円

事業基金

公益財団法人特別区
協議会

助成額

合　　　　計 451,019,340 円

（仮称）東京区
政会館別館（特
別区職員研修
所）整備事業

　２３特別区職員の共同研修の場として、特別区職員研修

所が入居していた東京区政会館別館の整備事業に係る実施

設計に要する費用を助成した。

3



①

②

①

調査研究事業⑴

⑷

講演会・講座等の実施

② 企画展示（区政紹介等）

③ 首都大学東京との共同事業

④ 都市交流事業

「地方行財政Web」による行政情報の提供

特別区自治情報・交流センターの管理等

2,185,200 円

⑹

市町村税・財政参考資料作成

①

9,833,400 円

⑷ 企画広報事業

区政会館だより等刊行物、ホームページの運用等

8,922,900 円

⑸ 地方行財政調査会資料の提供

東京３９市町村
の自治に関する
実態調査及び普
及啓発等事業

⑶

調査研究事業

9,800,000 円

① 特別区制度の調査研究

法務調査事業

1 ２３特別区の自
治に関する調査
研究及び普及啓
発事業

公益財団法人
特別区協議会

助成額

182,100,000 円

事業基金運用益

特別区の自治に関する普及啓発事業⑶

8,194,500 円

38,423,100 円

公益財団法人
東京市町村自治調査
会

114,540,900 円

実態調査事業⑴

⑵

29,560,000 円

広域的市民活動への支援事業

72,279,000 円

②

特別区の自治に関する情報の提供事業⑵

資料の収集・管理・提供

特別区行政情報システムの運用

市町村の自治に関する普及啓発事業

① 多摩地域ごみ実態調査

② 多摩地域データブック作成

③

助成額

146,400,000 円

事業基金運用益

多摩交流センター事業等

研究テーマに関する調査等

34,761,000 円

機関誌（ぐるり39）・情報提供誌（ニュース・レ
ター）の発行、ホームページによる情報提供

② シンポジウム、フォーラム開催等

2

合　　　　計 328,500,000 円

（4）区市町村が共同して設置した団体が行う区市町村振興事業

（予算額 ３２８,５００ 千円）

助成対象事業 事業概要・事業実績
助成団体
助成額

充当財源



1

清掃研修　　　　　　　　　　　　　 8コース12回

行政実務等の専門家として必要な知識等の付与のため
に新たに実施が望まれる研修等 　 13コース20回

⑴ 職層別研修・講師養成研修等

職層、経験等に応じた能力、知識の向上・研修講師等
の養成・法務能力・政策形成等　　35コース84回

⑵ 情報処理研修

情報処理能力の向上を図る　　　　　 8コース30回

⑶ 専門職研修・技術職研修

専門職、一般技術職に求められる専門知識、技術の向
上を図る 　　　　　　　　　　　　9コース11回

⑷ 実務研修

実務の専門家に求められる必要な専門知識の向上を図
る　　　 　　　　　　　　　　　 23コース23回

⑸ 特別研修

合　　　　計 70,000,000 円

35,000,000 円

職層、経験等に応じて能力、知識の向上を図る
　　　　　　　　　　　　　　　　　12コース61回

人材育成、政策形成等に必要な知識・能力の向上を図
る　　　　　　　　　　　　　　　　5コース5回

専門的知識・技能等の向上を図る　　60コース77回

⑵ 職層研修

職層に応じた基礎的知識・能力等の向上を図る
　　　　　　　　　　　　　　　　　11コース47回

⑶
助成額

事業基金

東京市町村総合事務
組合（東京都市町村
職員研修所）

助成額

⑷ ステップアップ研修

⑸ 自治体経営研修

助成対象事業

2

特別区職員共同
研修事業

⑹ サポート研修

講師養成、公務員としての基礎知識等の習得を図る
　　　　　　　　　　　　　　　　　13コース33回

⑺ 講演会　　　　　　　　　　　　　　　1コース2回

特別区人事・厚生事
務組合（特別区職員
研修所）

⑴

（5）

市町村職員共同
研修事業

35,000,000 円

事業基金

専門研修

区市町村職員共同研修事業への助成（予算額 ７０,０００ 千円）

事業概要・事業実績
助成団体
助成額

充当財源



特別区長会
東京都市長会
東京都町村会

助成額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業費 1,216,270円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業基金運用益充当）

　北京市区友好代表団を令和元年１１月４日から１０日ま
での７日間、東京に招聘した事業に対し助成した。
　代表団は、特別区長会・東京都市長会・東京都町村会を
それぞれ表敬訪問するとともに、学校施設、リサイクルセ
ンター、市場等の視察及び意見交換を行い友好交流を深め
た

10,716,813 円

日中友好交流事業への助成（予算額 １８,０００ 千円）

助成対象事業 事業概要・事業実績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（助成額　245,000円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業基金運用益充当）

　自治の振興に寄与することを目的として、区市町村の紹介などを主な内容とした区市町村の情

報誌「とうきょう自治のかけはし」を３，０００部発行し、区市町村職員及び一般住民が閲覧で

きるよう配布した。

5 その他（定款第４条第１項第５号）

合　　　　計 14,767,429 円

4 区市町村の振興に関する情報提供事業（定款第４条第１項第４号）

　区市町村の職員が、全国市町村国際文化研修所（国際文化アカデミー）が実施する海外研修を

受ける機会の促進を図るため、経費の一部を負担した。

　本年度は、持続可能なまちづくりを目指して、特徴ある取組が行われているヨーロッパの各都

市の事例を通して、多面的にまちづくりの施策を企画立案できる能力の向上を図る研修に職員を

派遣した小平市に経費の一部を助成した。

4,050,616 円

事業基金

助成団体
助成額

充当財源

事業基金

特別区議会議長会
東京都市議会議長会
東京都町村議会議長
会

助成額

（6）

旅費、事務費、委託料等　　　10,716,813円

　東京都と北京市
において、両都市
の市民間の友好往
来を増進し、経
済、文化芸術、教
育、科学技術、都
市建設などの面に
おいて多様な形に
よる広範な交流を
行うための友好交
流事業

旅費、事務費、委託料等　　　　4,050,616円

　東京都区市町村議会友好代表団を令和元年１０月２５日
から３１日までの７日間北京市等へ派遣した事業に対し助
成した。
　代表団は、北京市人民代表大会、北京市豊台区人民代表
大会及び広東省人民代表大会を表敬訪問し、友好親善を深
め、また、発展を続ける北京市及び広州市等の様々なビジ
ネス環境や最新技術を視察した。

　また、一般社団法人全国市町村振興協会の市町村災害支援事業における東京都交付分につい

て、当協会を通じてその対象団体へ交付した。（預り金処理）

　　大田区1,500,000円、世田谷区1,000,000円、狛江市300,000円、

　　あきる野市300,000円、大島町400,000円



Ⅱ サマージャンボ事業基金の管理

1 サマージャンボ宝くじ等東京都交付金総額の内訳及び積立額等

配分比率

b/a

単位：円

単位：円

11.305%

11.257%

区分
都道府県配分

合計額　a
事業基金

積立額　90％
全国協会

納付額　10％

うち東京都交付金額  ｂ

増減率（％）

2,592,009,388

205,332,660

2,797,342,048

288,001,042

22,814,739

310,815,781 11.301%

2 対前年度交付金等との比較

令和元年度収益金配分額

平成30年度時効金配分額

合　計　額

25,475,599,837

2,026,670,227

27,502,270,064

2,880,010,430

228,147,399

3,108,157,829

差引増減平成30年度令和元年度区　　　　　　　　分

△ 0.10

△ 0.02

△ 0.02

△ 0.06

0.02

△ 0.13

△ 0.03

△ 0.00

△ 0.00

そ の 他 発 売 経 費

控　　　 除　　　 額

差引都道府県納付額合計

内東京都交付金額

前年度販売分時効金

内東京都交付金額

元年度東京都交付総額

東　京　都　協　会　分

84,000,000,000

67,364,645,400

31,845,432,800

223,034,161

発 　　　売　　　 額

売 　　　捌　　　 額

当  　せ  　ん  　金

支　払　手　数　料

売 捌 き 手 数 料

5,299,068,902

2,797,342,048

93,000,000,000 △ 9,000,000,000

68,611,061,100 △ 1,246,415,700

32,345,127,900 △ 499,695,100

237,489,675 △ 14,455,514

75,512,942

6,082,056,732 △ 782,987,830

41,889,045,563 43,110,671,065 △ 1,221,625,502

25,475,599,837 25,500,390,035 △ 24,790,198

4,521,509,700 4,445,996,758

0.35

0.40

0.02

0.022,750,574,466 46,767,582

△ 13,602,608

2,026,670,227 1,498,054,015 528,616,212

228,147,399 162,580,810 65,566,589

3,108,157,829 3,056,193,848 51,963,981

2,880,010,430 2,893,613,038



東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会機運醸成事
業

110,668,886

東京自治会館大規模改修事業 93,560,333

「特別区長会調査研究機構」事業 133,458,979

107,076,480

70,000,000

14,767,429

23,175,908,167

事
業
基
金
取
崩
額

        合   計                          　c 13,174,319,189

133,493,066

243,631,943

39,591,812

58,504,880

44,981,500

210,483,881

区市町村職員研修事業

日中友好交流事業

  ３月３１日現在サマージャンボ事業基金積立資産残高
                                                a＋b－c

東京３９市町村の自治に関する調査研究事業

多摩２６市自治推進事業

特別区全国連携プロジェクト関連事業

（仮称）東京区政会館別館（特別区職員研修所）整備事業

長期貸付金

短期貸付金

オール東京６２市区町村共同事業

10,714,100,000

多摩・島しょ広域連携活動助成事業

多摩・島しょスポーツ習慣定着促進事業助成事業

1,200,000,000

        合   計                          　b

事
業
基
金

積
立
額

3 サマージャンボ事業基金積立資産の増減状況

単位：円

    期首サマージャンボ事業基金積立資産残高　　　　a

サマージャンボ交付金　９０％

長期貸付元金償還金積立額

22,976,800,522

2,797,342,048

9,381,986,054

1,200,000,000

13,373,426,834

△ 5,901,268戻入金積立未済額

短期貸付元金償還金積立額



第３回
令和元年

６月２６日
書面決議

1 理事長の選定の件

第４回
令和元年

１１月１３日
書面決議

　平成３０年度の決算報告（貸借対照表、正味財産増

減計算書、財産目録）を承認した。

　理事の中から山﨑孝明理事を理事長に選定した。

　評議員及び理事、監事の辞任に伴い補欠選任候補者

として次のとおり推薦することを決定した。

・評議員補欠選任候補者

　成澤廣修氏（文京区長）、筒井たかひさ氏（葛飾区

議会議長）、五十嵐京子氏（小金井市議会議長）、師

岡伸公氏（奥多摩町議会議長）

・理事補欠選任候補者

　山﨑孝明氏（江東区長）、小林正則氏（小平市

長）、佐藤智秀氏（東京都総務局行政部長）

・監事補欠選任候補者

　石橋浩一氏（東京都総務局多摩島しょ振興担当部

長）

　評議員の辞任に伴い補欠選任候補者として次のとお
り推薦することを決定した。
・評議員補欠選任候補者
　平田みつよし氏（葛飾区議会議長）

報告事項

 1 みどり東京・温暖化防止プロジェクト実績報告の件

 2 多摩・島しょ広域連携活動助成事業実績報告の件

 3 多摩・島しょスポーツ習慣定着促進事業助成事業実績報告の件

 4 東京３９市町村の自治に関する調査研究事業実績報告の件

 5 特別区全国連携プロジェクト関連事業実績報告の件告の件

 6 理事長及び常務理事の職務執行状況の報告の件

4 令和元年度定時評議員会の
開催の件

　令和元年度定時評議員会の開催について決定した。

Ⅲ 会議の開催

1 理事会

開催年月日
開催場所

議　　　案 内　　　　　容

1 区市町村振興協会資金貸付
細則の一部改正の件

第１回
平成３１年
４月１９日
書面決議

　財政融資資金の貸付金利が０．０１％未満となった

場合、振興協会の貸付利率を財政融資資金の貸付金利

と同率とする一部改正を行った。

平成３１年度第１回臨時評議員会（書面決議）の開催
について決定した。

2 平成３１年度第１回臨時評
議員会（書面決議）の開催
の件

第２回
令和元年

６月１０日
東京区政会館

平成３０年度事業報告の件

平成３０年度決算報告の件

3 評議員及び役員の辞任に伴
う補欠選任候補者の推薦の
件

1 評議員の辞任に伴う補欠選
任候補者の推薦の件

2 令和元年度第２回臨時評議
員会（書面決議）の開催の
件

　令和元年度第２回臨時評議員会（書面決議）の開催

について決定した。

報告事項
１ 令和元年度上半期事業実績報告の件

1 　平成３０年度の事業報告を承認した。

2



2 　上記の事業計画の変更に伴い、令和元年度収支予算

書（補正予算第１次）を決定した。

第５回
令和元年

１２月１７日
書面決議

3 令和元年度第３回臨時評議
員会（書面決議）の開催の
件

　令和元年度第３回臨時評議員会（書面決議）の開催

について決定した。

令和元年度収支予算書(補正
予算第１次)の件

「被災地支援事業」に関して、令和元年８月の大雨、

台風第１５号、台風第１９号と大規模災害が引き続

き、被災地支援金に不足が生じる見込となったため、

その経費の追加助成することとし、令和元年度事業計

画書の変更を決定した。

1 平成３１年度事業計画書変
更の承認の件

平成３１年度事業計画書の変更を承認した。

4 評議員の辞任に伴う補欠選
任候補者の推薦の件

　評議員の辞任に伴い補欠選任候補者として次のとお
り推薦することを決定した。
・評議員補欠選任候補者
　原島幸次氏（奥多摩町議会議長）

5 令和元年度第４回臨時評議
員会の開催の件

報告事項

 1 令和元年度サマージャンボ及びハロウィンジャンボ宝くじの収益金の件

 2 令和２年度宝くじ発売計画の件

 3 ジャンボ宝くじに占める公式サイトでの販売実績の割合の件

 4 令和元年１２月３１日現在のサマージャンボ事業基金等の残高の件

 5 基金運用検討委員会の結果報告の件

 6 理事長及び常務理事の職務執行状況の報告の件

令和２年度の区市町村振興共同事業への助成を決定し
た。

令和２年度事業計画書を決定した。

3 令和２年度収支予算書の件

報告事項
　平成３０年度事業報告の件

1

2 評議員の辞任に伴い次のとおり選任した。

　成澤廣修氏（文京区長）、筒井たかひさ氏（葛飾区

議会議長）、五十嵐京子氏（小金井市議会議長）、師

岡伸公氏（奥多摩町議会議長）

評議員の辞任に伴う補欠選
任の件

第６回
令和２年
２月７日

東京自治会館

評議員会

開催年月日
開催場所

内　　　　　容

報告事項
　区市町村振興協会資金貸付
細則の一部改正の件

　区市町村振興協会資金貸付細則の一部改正の件を了

承した。

議　　　案

定時
令和元年

６月２６日
書面決議 平成３０年度の決算報告（貸借対照表、正味財産増減

計算書、財産目録）を承認した。

平成３０年度決算報告の件

平成３０年度事業報告の件を了承した。

1 ２３特別区共同事業「特別
区全国連携プロジェクト関
連事業」に係る追加事業費
助成の件

令和２年度収支予算書を決定した。

平成元年度第４回臨時評議員会の開催について決定し

た。

1 令和２年度区市町村振興共
同事業助成の件

2 令和２年度 事業計画書の件

2

第１回臨時
平成３１年
４月２６日
書面決議



1

3

4

理事の辞任に伴い次のとおり選任した。
　山﨑孝明氏（江東区長）、小林正則氏（小平市
長）、佐藤智秀氏（東京都総務局行政部長）

監事の辞任に伴い次のとおり選任した。
　石橋浩一氏（東京都総務局多摩島しょ振興担当部
長）

理事の辞任に伴う補欠選任
の件

監事の辞任に伴う補欠選任
の件

監事会

開催年月日
開催場所

1 評議員の辞任に伴う補欠選
任の件

評議員の辞任に伴い次のとおり選任した。

　平田みつよし氏（葛飾区議会議長）

報告事項
 令和元年度上半期の事業報告
の件

令和元年度上半期の事業報告を了承した。

1 ２３特別区共同事業「特別
区全国連携プロジェクト関
連事業」に係る追加事業費
助成の件

「被災地支援事業」に関して、令和元年８月の大雨、

台風第１５号、台風第１９号と大規模災害が引き続

き、被災地支援金に不足が生じる見込となったため、

その経費の追加助成することとし、令和元年度事業計

画書の変更を承認した。

令和元年度収支予算書(補正
予算第１次)の件

2 上記の事業計画の変更に伴い、令和元年度収支予算書

（補正予算第１次）を承認した。

1 令和２年度事業計画書の件 令和２年度事業計画書を承認した。

第２回臨時
令和元年

１１月２９日
書面決議

第３回臨時
令和元年

１２月２４日
書面決議

第４回臨時
令和２年

３月３０日
東京区政会館

平成３１年
４月２４日

東京区政会館

3

当該事業年度に係る事業報告及び計算書類（貸借対照

表及び正味財産増減計算書）、その付属明細書並びに

財産目録いずれも適切に処理されていると認められ

た。

評議員の辞任に伴う補欠選
任の件

令和２年度収支予算書の件2

3

議　　　案 内　　　　　容

令和２年度収支予算書を承認した。

評議員の辞任に伴い次のとおり選任した。

　原島幸次氏（奥多摩町議会議長）

報告事項

 1 令和元年度サマージャンボ及びハロウィンジャンボ宝くじの収益金の件

 2 令和２年度宝くじ発売計画の件

 3 ジャンボ宝くじに占める公式サイトでの販売実績の割合の件

 4 令和元年１２月３１日現在のサマージャンボ事業基金等の残高の件

平成３０年度事業の実施状
況

2 平成３０年度の決算（貸借
対照表、正味財産増減計算
書、財産目録、資金収支計
算書）の監査



協　　議　　事　　項

協議事項
 1 ２３特別区共同事業「特別区全国連携プロジェクト関連事業」に係る追加事業
 　費助成の件
 2 令和元年度収支予算書(補正予算第１次)の件
 3 令和元年度第５回理事会の開催の件

協議事項
 1 令和２年度区市町村振興共同事業助成の件
 2 令和２年度貸付事業実施の件
 3 令和２年度事業計画書の件
 4 令和２年度収支予算書の件
 5 評議員の辞任に伴う補欠選任候補者の推薦の件
 6 令和元年度第６回理事会及び第４回臨時評議員会の開催の件

報告事項
 1 令和元年度上半期事業実績報告の件

　本協会の事務事業の執行について協議するため、特別区長会事務局長・東京都市長会事務局長・東

京都町村会事務局長で構成する三者協議会を次のとおり開催した。

第４回
令和元年

１２月９日
書面決議

第５回
令和２年

１月３０日
東京区政会館

報告事項
 1 令和元年度サマージャンボ及びハロウィンジャンボ宝くじの収益金の件
 2 令和２年度 宝くじ発売計画の件
 3 ジャンボ宝くじに占める公式サイトでの販売実績の割合
 4 令和元年１２月３１日現在のサマージャンボ事業基金等の残高の件

協議事項

 1 平成３０年度事業報告の件

 2 平成３０年度決算報告の件

 3 評議員及び役員の辞任に伴う補欠選任候補者の推薦の件

 4 令和元年度第２回理事会及び定時評議員会の開催の件

 5 令和元年度区市町村振興助成金の交付額の確定等の件

報告事項
 1 みどり東京・温暖化防止プロジェクト実績報告の件
 2 多摩・島しょ広域連携活動助成事業実績報告の件
 3 多摩・島しょスポーツ習慣定着促進事業助成事業実績報告の件
 4 東京３９市町村の自治に関する調査研究事業実績報告の件
 5 特別区全国連携プロジェクト関連事業実績報告の件
 6 「とうきょう自治のかけはし」編集当番の件

協議事項
 1 令和元年度第４回理事会の開催の件

第２回
令和元年
５月８日

東京区政会館

第１回
平成３１年
４月１２日
書面決議

第３回
令和元年

１０月８日
東京区政会館

開催年月日
開催場所

協議事項

 1 区市町村振興協会資金貸付細則の一部改正の件

 2 平成３１年度第１回理事会（書面決議）及び第１回臨時評議員会の開催の件

4 三者協議会



3 その他宝くじの広報活動

　特別区全国連携プロジェクト講演会（第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略と東京２３区）にお

いて、宝くじ公式サイトでのネット購入について広報（のぼり旗・ちらし）

関係団体広報誌（公益財団法人特別区協議会「区政会館だより」、公益財団法人東京市町村自治

調査会「ぐるり３９」）による広報

新聞広告

 朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、日本経済新聞、東京新聞、産経新聞、都政新報

⑤

東京６２区市町村に対し広報誌への掲載及びポスター掲示を依頼

区市町村ホームページへのバナー広告掲載（１０月１日～３１日）申込み（４８団体：１８区、

２６市、３町、１村）

職員の福利厚生団体機関誌（特別区互助組合「ライフアップ２３」）による広報

④

Ⅳ 市町村振興宝くじ販売促進

　市町村振興宝くじの販売促進のため、次の広報活動を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　          　 　　　　 （事業費　20,324,880円）

　　　　　　　　　　　　　　          　 　　　　 （事業基金運用益充当）

1 サマージャンボ宝くじの広報活動

①

②

③

①

②

③

④

⑤

2

東京６２区市町村に対し広報誌への掲載及びポスター掲示を依頼

職員の福利厚生団体機関誌による広報

関係団体広報誌による広報

新聞広告

 朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、日本経済新聞、東京新聞、産経新聞、都政新報

⑥

モニター広告

　ＪＲ東日本（山手線、中央線快速、京浜東北線・根岸線、京葉線、埼京線、横浜線、南武線、

　　　　　　　常磐線各駅停車、中央・総武線各駅停車）

　東京メトロ（有楽町線、副都心線、丸ノ内線、日比谷線、東西線、千代田線、半蔵門線、

　　　　　　　南北線）

　京王電鉄（京王本線、井の頭線）

　西武鉄道（新宿線、池袋線）

　東急電鉄（東横線、田園都市線、目黒線、大井町線）

テレビ広告

 ＴＯＫＹＯ ＭＸテレビ（１５秒・５０回放映）
電車内モニター広告及び中吊り広告

ハロウィンジャンボ宝くじの広報活動

〇

〇 中吊り広告

　都営交通（都営地下鉄、都営バス、都営荒川線）



2 役員等に関する事項

（1）理事及び監事の氏名等（令和２年３月３１日現在）

Ⅴ当協会の概要

1 公益財団法人への移行及び情報公開

区　分 氏　名 就　退　任 役　　職

理事長（代表理事） 山 﨑 孝 明 Ｒ元.6.26～ 江東区長

　公益財団法人を取得した当協会は、平成２２年４月１日に解散及び設立の登記を行い、公益財

団法人へ移行した。

また、情報公開としては、次の項目をホームページに掲載している。

①定款、②評議員及び役員名簿、③事業計画書、④収支予算書、⑤事業報告書、⑥決算報告

書、⑦理事会議事録、⑧評議員会議事録、⑨情報誌「とうきょう自治のかけはし」

理　　事 小 林 正 則 Ｒ元.6.26～ 小平市長

理　　事 河 村 文 夫 Ｈ24.4.25～ 奥多摩町長

常務理事（代表理事） 志 賀 德 壽 Ｈ25.6.28～ 公益財団法人特別区協議会常務理事

理　　事 清 水 庄 平 Ｈ29.6.27～ 立川市長

監　　事 石 橋 浩 一 Ｒ元.6.26～ 東京都総務局多摩島しょ振興担当部長

監　　事 中 村 元 彦 Ｈ22.4.1～ 公認会計士・税理士

理　　事 佐 藤 智 秀 Ｒ元.6.26～ 東京都総務局行政部長

監　　事 杉 浦 裕 之 Ｈ29.6.27～ 瑞穂町長

（2）評議員の氏名等（令和２年３月３１日現在）

区　分 氏　名 就　退　任 役　　職

前 理 事 長 友 貴 樹 Ｈ27.6.24～Ｒ元.6.26 調布市長

評議員 尾 崎 保 夫 Ｈ30.6.28～ 東大和市長

評議員 五十嵐 京子 Ｒ元.6.26～ 小金井市議会議長

評議員 成 澤 廣 修 Ｒ元.6.26～ 文京区長

評議員 平田 みつよし Ｒ元.11.29～ 葛飾区議会議長

前評議員 青 木 克 德 Ｈ29.6.27～Ｒ元.6.26 葛飾区長

前評議員 筒井 たかひさ Ｒ元.6.26～Ｒ元.10.11 前葛飾区議会議長

評議員 三 辻 利 弘 Ｈ30.6.28～ 大島町長

評議員 原 島 幸 次 Ｒ2.3.30～ 奥多摩町議会議長

前評議員 若 林 章 喜 Ｈ30.6.28～Ｒ元.6.26 前町田市議会議長

前評議員 師 岡 伸 公 Ｒ元.6.26～Ｒ元.12.2 前奥多摩町議会議長



区分 延べ支給人員 報酬　（単位：円）

理　　　事 6 60,000

（3）令和元年度に係る役員及び評議員の報酬の支払総額（令和２年３月３１日現在）

評　議　員 3 30,000

合　　　　計 710,000

役員等が地方公務員法第３条に規定する一般職の公務員の場合並びに常務理事には支給しない。

監事（公認会計士を除く） 2 20,000

監事（公認会計士） 6 600,000

事務局次長の業務 1 名

事務局副参事の業務 1 名

事務局出納役の業務 1 名

3 職員に関する事項

業　務　名 職　員　数

　公益財団法人特別区協議会所属職員による当協会への業務支援協定書に基づき業務を行っている。

　なお、事務局副参事・事務局総務・業務担当３名分の人件費を当協会が負担している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和２年３月３１日現在）

合　　　計 11 名

事務局総務担当の業務 1 名

事務局業務担当の業務 1 名

事務局出納担当の業務 6 名



　令和元年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人法に関する法律施行規則第３４条第３項
に規定する付属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」は存在しないため、記載を省略す
る。

令和元年度事業報告


